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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、C：0.02～0.08％、Si：0.5％以下、Mn：2.0～3.0％、Al：0.001～0.10％、M
o：0.4％超～1.2％、N：0.002～0.015％、CaおよびREMの１種または２種の合計：0.0002
～0.007％、Cr：0～1.0％、Ti：0～0.05％、Ni：0～2.0％、Nb：0～0.04％、V：0～0.2％
、Cu：0～1.5％、B：0～0.01％、Mg：0～0.007％、残部：Feおよび不純物からなり、不純
物中のPが0.05％以下、Sが0.005％以下、Oが0.005％以下であり、次式を満足する化学組
成を有することを特徴とする、ラインパイプ用継目無鋼管：
　1.0≦[Mn]×[Mo]≦2.6
　式中、[Mn]および[Mo]はそれぞれMnおよびMoの質量％での含有量に等しい数値を意味す
る。
【請求項２】
　前記化学組成が、質量％で、Cr：0.02～1.0％、Ti：0.003～0.05％、Ni：0.02～2.0％
、Nb：0.003～0.04％、V：0.003～0.2％、Cu：0.02～1.5％、B：0.0002～0.01％、および
Mg：0.0002～0.007％よりなる群から選ばれた１種または２種以上の元素を含有する請求
項１に記載のラインパイプ用継目無鋼管。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の化学組成を有する鋼片から、熱間加工により継目無鋼管を造
管し、この鋼管に焼入れおよび焼戻しを施すことからなる、ラインパイプ用継目無鋼管の
製造方法。
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【請求項４】
　熱間加工により造管された継目無鋼管を一旦冷却し、その後に再加熱して焼入れを行う
請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　熱間加工により造管された継目無鋼管に直ちに焼入れを施す、請求項３に記載の方法。
【請求項６】
　焼戻しを550℃～700℃の範囲内の温度で行う請求項３に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、強度、靱性、耐食性、溶接性に優れたラインパイプ用継目無鋼管とその製造
方法に関する。本発明に係る継目無鋼管は、API（米国石油協会）規格に規定されるX80級
以上の強度、具体的には、X80級（降伏強度551 MPa以上）、X90級（降伏強度620 MPa以上
）、またはX100級（降伏強度689 MPa以上）の強度を、良好な靱性と耐食性と共に有する
、ラインパイプ用の高強度、高靱性、厚肉継目無鋼管であり、特に海底フローライン用鋼
管またはライザー用鋼管として好適である。
【背景技術】
【０００２】
　陸上や水深ほぼ500メートルまでのいわゆる浅海に位置する油田の石油、天然ガス資源
が近年枯渇しつつあるので、例えば海面下1000～3000メートルといういわゆる深海の海底
油田の開発が活発になっている。深海油田では、海底に設置された油井、天然ガス井の坑
口から、洋上のプラットホームまで、フローラインやライザーと呼ばれる鋼管を用いて原
油や天然ガスを輸送する必要がある。
【０００３】
　深海に敷設されたフローラインまたはライザーを構成する鋼管の内部には、深い地層圧
が加わった高圧の内部流体圧がかかり、また操業停止時には深海の海水圧の影響を受ける
。ライザーを構成する鋼管は、さらに波浪による繰り返し歪みの影響も受ける。
【０００４】
　ここで、フローラインとは、地上もしくは海底面の地勢に沿って敷設された輸送用鋼管
であり、ライザーとは海底面から海上のプラットフォームまで立ち上がった輸送用鋼管で
ある。深海油田で用いる場合には、これらの鋼管は通常30 mm以上の肉厚が必要と言われ
ており、実際にも40～50 mmの厚肉管が使用されるのが一般的である。これからも過酷な
条件で使用される部材であることがわかる。
【０００５】
　図１は、ライザーおよびフローラインの海中における配置例を模式的に示す説明図であ
る。図中、海底10に設けられた坑口12とその直上の海面13上に設けられたプラットフォー
ム14との間はトップテンションライザー16によって連結されている。一方、図示しない遠
方にある坑口からは、これに連結され、海底上に設置されたフローライン18がプラットフ
ォーム14の近くまで延設されており、このフローライン18の端部は、プラットフォーム近
傍から立ち上がったスティールカテナリーライザー20によってプラットフォーム14に連結
されている。
【０００６】
　このようなライザーおよびフローラインの使用環境は過酷であり、例えば、温度は177
℃、内圧は1400気圧以上に達するといわれている。従って、ライザーやフローラインに用
いる鋼管はそのような過酷な使用環境に耐えなければならない。しかも、ライザーの場合
、波浪による曲げ圧力を受けるため、そのような外部からの影響にも耐えなければならな
い。
【０００７】
　従って、ライザーおよびフローラインには、高強度で高靱性の鋼管が望まれる。また、
高い信頼性を確保するため、溶接鋼管ではなく、継目無鋼管が用いられている。



(3) JP 4502010 B2 2010.7.14

10

20

30

40

50

　溶接鋼管の分野では、既にX80級を超える強度の鋼管を製造する技術が開示されている
。例えば特許文献１（特開平9－41074号公報）に、API規格のX100級（降伏強度689 MPa以
上）超の鋼が開示されている。溶接鋼管は、鋼板をまず製造し、その鋼板を丸めて溶接し
、鋼管とする。鋼板の製造段階で強度、靱性等の主要な性能を付与する目的で、鋼板の圧
延時に加工熱処理を施すことによって、そのミクロ組織をコントロールすることが適用さ
れてきた。特許文献１でも、鋼板の熱間圧延時に加工熱処理を施し、そのミクロ組織を、
加工フェライトを含有するようにコントロールすることによって、溶接後の鋼管の性能を
確保する。従って、特許文献１に開示される技術は、制御圧延による加工熱処理が容易な
鋼板の圧延プロセスでのみ実現でき、従って溶接鋼管には適用できるが、継目無鋼管には
適用できない。
【０００８】
　継目無鋼管に限ると、近年X80級の継目無鋼管が開発されつつある。継目無鋼管では、
溶接鋼管で開発された加工熱処理を利用する上記技術は適用困難であるから、基本的に造
管後の熱処理によって性能を確保する必要がある。例えば、特許文献２（特開2001－2885
32号公報）に、X80級（降伏強度551 MPa以上）の継目無鋼管を製造する技術が開示されて
いる。しかし、その技術は、特許文献２の実施例に記載されているように、本質的に焼入
れ性がよい薄肉（肉厚11.1 mm）の継目無鋼管で検討されているにすぎない。従って、こ
こに開示された技術を用いても、ライザーやフローラインとして実際に使用されている厚
肉（肉厚40～50 mm程度）の継目無鋼管を製造する場合は、そのような厚肉鋼管では特に
中心部の焼入れ時の冷却速度が遅くなるため、十分な強度と靱性が確保できないという問
題がある。
【発明の開示】
【０００９】
　本発明は、上記の問題を解決することを目指したものであり、具体的には、特に肉厚の
大きい継目無鋼管で高強度と安定した靱性と良好な耐食性を確保できるラインパイプ用継
目無鋼管とその製造方法を提供することを目的とする。
【００１０】
　従来のラインパイプ用鋼に関しては、例えば下記に示すC当量式といわれる、CE(IIW）
式またはPcm式により強度が予測できることが知られており、これらの式を参考にして、
強度を調整して材質設計を行ってきた。
【００１１】
　CE(IIW）＝C＋Mn/6＋(Cr＋Mo＋V)/5＋(Ni＋Cu)/15
　Pcm＝C＋Si/30＋(Mn＋Cu＋Cr)/20＋Ni/60＋Mo/15＋V/10＋5B
　しかし、従来のラインパイプ用鋼では上記数式が成り立つものの、近年更なる高強度が
要求されるライザーやフローラインとして使用するための肉厚30 mmを超える厚肉鋼管用
材料では、上記式が参考にならず、上記の式で高強度となる筈の材質でも、特に靱性の低
下が著しい場合があることが判明した。すなわち、単純にC当量式に記載の合金元素を添
加して、高強度を確保するだけでは不十分であり、靱性を改善することが必要となる。
【００１２】
　本発明者らは、厚肉の継目無鋼管の靱性を支配する因子について解析した。その結果、
特に厚肉で強度と靱性を確保するためには、C含有量を低く抑えるとともに、CaまたはREM
の添加を必須とし、さらに、質量％で、Mn添加量とMo添加量の積が0.8以上であることが
重要であるということが判明した。さらに、必要により、Cr、Ti、Ni、Nb、V、Cu、B、Mg
の１種または２種以上を添加することができるが、それらについても特定の範囲内に調整
することが重要である。
【００１３】
　本発明における高強度での靱性改善効果が発現される機構は不明であるが、現時点で考
えられる機構は次の通りである。但し、本発明はこの機構に拘束されるものではない。
　Mnは、鋼の焼き入れ性を向上させ、厚肉材の中央部まで微細な変態組織を形成するのを
助長して、強度と靱性を向上させる働きがある。一方、鋼の焼戻し軟化抵抗を高めるMoを
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添加すると、同じ目標強度を得る場合でもより高い焼戻し温度が設定できるため、鋼の靱
性が大きく向上する。MnとMoの上記効果は単独添加でも得られる。しかし、MnとMoを一緒
にあるレベル以上で添加すると、鋼の焼き入れ性の向上と高温焼戻し性の効果とが相乗し
て、厚肉の継目無鋼管において、従来は到達できなかったレベルの高強度と高靱性が得ら
れるようになる。Mnレベルが従来より高くなると、靱性および耐食性を低下させるMnSが
析出し易いが、Ca、REMを添加して、MnSの析出を防止し、さらにC含有量を低下させて炭
化物の析出量を低減することにより、靱性と耐食性をさらに向上させることができる。
【００１４】
　上記化学組成を有する素材を用いた場合には、造管後に焼き入れと焼き戻しを含む製造
方法が、高強度で高靱性の厚肉の継目無鋼管を得るのに好適である。
　本発明に係るラインパイプ用継目無鋼管は、質量％で、C：0.02～0.08％、Si：0.5％以
下、Mn：2.0～3.0％、Al：0.001～0.10％、Mo：0.4％超～1.2％、N：0.002～0.015％、さ
らに、CaおよびREMの１種または２種：合計で0.0002～0.007％を含有し、残部はFeおよび
不純物からなり、不純物中のPが0.05％以下、Sが0.005％以下、Oが0.005％以下であり、
次式：
　1.0≦[Mn]×[Mo]≦2.6
　（式中、[Mn]および[Mo]はそれぞれMnおよびMoの質量％での含有量に等しい数値）を満
足する化学組成を有することを特徴とする。
【００１５】
　前記化学組成は、下記から選ばれた１種または２種以上の元素（含有量は質量％を意味
する）をさらに含有しうる：
　Cr：1.0％以下、Ti：0.05％以下、Ni：2.0％以下、Nb：0.04％以下、V：0.2％以下、Cu
：1.5％以下、B：0.01％以下、Mg：0.007％以下。
【００１６】
　本発明はまた、ラインパイプ用継目無鋼管の製造方法に関する。
　１態様において、本発明の方法は、上記化学組成を有する鋼片から、熱間加工により継
目無鋼管を造管し、形成された鋼管を一旦冷却し、その後に再加熱して、焼入れおよび焼
戻しを施すことからなる。
【００１７】
　別の態様において、本発明の方法は、上記化学組成を有する鋼片から、熱間加工により
継目無鋼管を造管した後、形成された鋼管に直ちに焼入れを施し、さらに焼戻ことからな
る。
【００１８】
　本発明によれば、継目無鋼管の化学組成、つまり鋼組成とその製造方法を上述のように
規定することによって、特に厚さ30 mm以上という肉厚の厚い継目無鋼管において、焼入
れ・焼戻しの熱処理だけで、X80級（降伏強度551 MPa以上）、X90級（降伏強度620 MPa以
上）、X100級（降伏強度689 MPa以上）の高強度を有し、しかも靱性と耐食性に優れたラ
インパイプ用継目無鋼管が製造可能となる。
【００１９】
　ここで用いた「ラインパイプ」とは、原油、天然ガス等の流体の輸送用に用いる管構造
物であって、陸上はもとより、海上、海中において使用されるものである。本発明に係る
継目無鋼管は、前述のフローライン、ライザー等の海上、海中で使用されるラインパイプ
に特に適しているが、用途はそれに制限されるものではない。
【００２０】
　本発明に係る継目無鋼管の形状、寸法は特に制限されないが、継目無鋼管の製造工程に
起因する制限があり、外径の最大は500 mm程度、最小は150 mm程度が普通である。本発明
の効果は、特に肉厚が30 mm以上で発揮されるが、それに制限されるわけではない。
【００２１】
　本発明の継目無鋼管は、特に海底フローライン用として、より厳しい深海に敷設可能で
ある。従って、本発明は、エネルギーの安定供給に大きく貢献する。ライザー管や深海に
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敷設されるフローラインに使用する場合には、継目無鋼管の肉厚を30 mm以上とすること
が好ましい。肉厚の上限は特に制限はないが、通常は60 mm以下であろう。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明にかかる継目無鋼管の一つの用途を示す模式的説明図である。
【図２】実施例の結果に基づいて[Mn]×[Mo]の値と強度および靱性との関係を示すグラフ
である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　本発明において鋼管の化学組成を上述のように規定した理由を述べる。なお、前記のと
おり、化学成分の含有量（濃度）を表す「％」は「質量％」を意味する。
　C：0.02～0.08％
　Cは、鋼の強度を確保するための重要な元素である。鋼の焼入れ性を高めて厚肉材で十
分な強度を得るために、C含有量を0.02％以上とする。一方、その含有量が0.08％を超え
ると靱性が低下する。そのため、C含有量を0.02～0.08％とする。厚肉材で強度を確保す
る観点から望ましいC含有量の下限は0.03％、より好ましい下限は0.04％である。C含有量
のより好ましい上限は0.06％である。
【００２４】
　Si：0.5％以下
　Siは、製鋼における脱酸剤としての作用を有するので、添加は必要であるが、その含有
量はなるべく少ない方がよい。その理由は、ラインパイプを連結するための周溶接時に溶
接熱影響部の鋼の靱性を大幅に低下させるからである。Si含有量が0.5％を超えると、大
入熱溶接時の熱影響部の靱性が著しく低下するので、脱酸剤として添加するSi量を0.5％
以下とする。Si含有量は好ましくは0.3％以下、より好ましくは0.15％以下である。
【００２５】
　Mn：1.5～3.0％
　Mnは、鋼の焼入れ性を高めて、厚肉材でも中心まで強化すると同時に、靱性を高めるた
めに、多量の含有が必要である。その含有量が1.5％未満ではこれらの効果が得られず、3
.0％を超えると、耐HIC（耐水素誘起割れ）特性が低下するので、1.5～3.0％とする。Mn
含有量の下限は好ましくは1.8％、より好ましくは2.0％、さらに好ましくは2.1％である
。また、後述するように、MnはMoとの複合添加効果で高強度高靱性を得るので、Mo添加量
を考慮したMnの添加が必要である。
【００２６】
　Al：0.001～0.10％
　Alは製鋼における脱酸剤として添加する。この効果を得るためその含有量が0.001％以
上となるように添加する。一方、Al含有量が0.10％を超えると、鋼中の介在物がクラスタ
ー状になって鋼の靭性を劣化させ、また、管端のベベル面加工時に表面欠陥が多発するよ
うになる。そのため、Al含有量は0.001～0.10％とする。表面欠陥を防止する観点からは
、Al含有量の上限をさらに制限することが望ましく、好ましい上限は0.05％、より好まし
い上限は0.03％である。脱酸を十分行って、靱性を向上させるための好ましいAl含有量の
下限は0.010％である。本発明のAl含有量とは、酸可溶Al（所謂「sol.Al」）を指す。
【００２７】
　Mo：0.4％超～1.2％
　Moは、特に冷却速度が遅い条件においても鋼の焼入れ性を高める効果があり、厚肉材で
も中心まで強化すると同時に、鋼の焼き戻し軟化抵抗を高めて、その高温焼き戻し可能と
することにより、靱性を向上させる点で、本発明において重要な元素である。これらの効
果を得るためには、0.4％を超えるMo含有量が必要である。Mo含有量の好ましい下限は0.5
％、より好ましい下限は0.6％である。しかし、Moは高価な元素であるのと、1.2％程度で
その効果が飽和するので、1.2％をMo含有量の上限とする。さらに、後述するように、Mo
はMnとの複合添加効果で高強度高靱性を得るので、Mn添加量を考慮したMoの添加が必要で
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ある。
【００２８】
　N：0.002～0.015％
　Nは、鋼の焼入れ性を高めて厚肉材で十分な強度を得るために0.002％以上含有させる。
一方、N含有量が0.015％を超えると鋼の靱性が低下するので、N含有量を0.002～0.015％
とする。
【００２９】
　Ca、REMの少なくとも１種：合計0.0002～0.007％
　これらの元素は、介在物の形態制御により鋼の靱性、耐食性を改善する目的と、鋳込み
時のノズル詰まりを抑制して鋳込み特性を改善する目的で添加する。これらの効果を得る
ために、CaおよびREMから選ばれた少なくとも１種を合計0.0002％以上含有させる。一方
、これらの元素の合計含有量が0.007％を超えると、上記の効果が飽和して、それ以上の
効果が発揮されないばかりではなく、介在物がクラスター化し易くなり、逆に鋼の靱性、
耐HIC特性の低下を招く。従って、上記元素は少なくとも１種を合計含有量が0.0002～0.0
07％、好ましくは0.0002～0.005％となるように添加する。REMとは、ランタノイド元素、
ＹおよびSｃの17元素の総称であり、本発明にあってはその少なくとも１種含有されると
きのその合計量をもってREM含有量とする。
【００３０】
　本発明のラインパイプ用継目無鋼管は、上記成分を含有し、残部はFeと不純物からなる
。ただし、不純物中のP、S、Oは下記のように各含有量の上限を抑える。
　P：0.05％以下
　Pは、鋼の靱性を低下させる不純物元素であり、その含有量は可及的に少なくするのが
好ましい。その含有量が0.05％を超えると、靱性が著しく低下するので、Pの許容上限を0
.05％とする。P含有量は0.02％以下が好ましく、0.01％以下がさらに好ましい。
【００３１】
　S：0.005％以下
　Sも、鋼の靱性を低下させる不純物元素であり、可及的に少なくするのが好ましい。そ
の含有量が0.005％を超えると、靱性が著しく低下するので、Sの許容上限を0.005％とす
る。S含有量は0.003％以下にするのが好ましく、0.001％以下がさらに好ましい。
【００３２】
　O：0.005％以下
　Oも、鋼の靱性を低下させる不純物元素であり、可及的に少なくするのが好ましい。そ
の含有量が0.005％を超えると、靱性が著しく低下するので、O含有量の許容上限を0.005
％とする。O含有量は0.003％以下が好ましく、0.002％以下がさらに好ましい。
【００３３】
　本発明のラインパイプ用継目無鋼管の化学組成においては、上記の個々の元素の含有量
の規定に加えて、MnとMoは次式を満たすように調整する：
　0.8≦[Mn]×[Mo]≦2.6
　但し、[Mn]および[Mo]は、それぞれMnおよびMoの含有量を質量％で表した数字である。
【００３４】
　MnとMoの含有量が、上に規定したそれぞれの含有量の範囲内であって、かつ上記数式を
満たすことにより、本発明で目標とする高強度かつ高靱性の継目無鋼管を得ることが可能
となる。[Mn]×[Mo]の値は、一般に大きい方が強度と靱性が高くなるので、好ましくは0.
9以上、より好ましくは1.0以上、さらに好ましくは1.1以上である。[Mn]×[Mo]の値が2.6
を越えると、靱性がかえって低下し始めるので、上限を2.6とする。
【００３５】
　本発明のラインパイプ用継目無鋼管は、上記の成分組成に、以下から選ばれた１種また
は２種以上の元素を必要により添加することによって、さらに高強度、高靱性、および／
または高耐食性を得ることができる。
【００３６】
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　Cr：1.0％以下
　Crは、添加しなくてもよいが、鋼の焼入れ性を向上させて、厚肉材で鋼の強度を向上さ
せるために添加してもよい。しかし、その含有量が過剰になると、却って靱性が低下する
ので、Crを添加する場合の含有量を1.0％以下とする。下限は特に制限はないが、その効
果が特に顕著になるのはCrを0.02％以上含有させた場合である。添加する場合のCr含有量
の好ましい下限は0.1％、より好ましい下限は0.2％である。
【００３７】
　Ti：0.05％以下
　Tiは、添加しなくてもよいが、連続鋳造時に表面欠陥を防止する作用と、高強度化作用
、結晶粒微細化作用のために添加できる。Ti含有量が0.05％を超えると、靱性が低下する
ので、その上限を0.05％とする。Ti含有量の下限は特に制限はないが、その効果を得るた
めには、好ましくは0.003％以上である。
【００３８】
　Ni：2.0％以下
　Niは、添加しなくてもよいが、鋼の焼入れ性を向上させて、厚肉材で鋼の強度を向上さ
せるとともに、靱性を向上させるために添加できる。しかし、Niは高価な元素であり、ま
た過剰に含有させてもその効果が飽和するので、添加する場合、その含有量の上限を2.0
％とする。Ni含有量の下限は特に制限はないが、その効果は0.02％以上の含有で特に顕著
になる。
【００３９】
　Nb：0.04％以下
　Nbは、添加しなくてもよいが、高強度化作用と、結晶粒微細化作用を得るために添加で
きる。Nb含有量が0.04％を超えると、靱性が低下するので、添加する場合、その上限を0.
04％とする。Nb含有量の下限は特に制限はないが、その効果を得るためには0.003％以上
の添加が好ましい。
【００４０】
　V：0.2％以下
　Vは、強度と靱性のバランスで含有量を決定する元素である。他の合金元素で十分強度
が得られる場合は、V無添加の方が良好な靱性が得られる。強度向上元素としてVを添加す
る場合は、0.003％以上の含有量とするのが望ましい。一方、V含有量が0.2％を超えると
靱性が大きく低下するので、添加する場合は、V含有量の上限を0.2％とする。
【００４１】
　Cu：1.5％以下
　Cuは添加しなくてもよいが、耐HIC特性を向上させる目的で添加してもよい。耐HIC特性
改善の効果が発現する最少のCu含有量は0.02％である。一方、1.5％を超えてCuを添加し
ても効果が飽和するので、添加する場合、Cu含有量は0.02～1.5％とするのがよい。
【００４２】
　B：0.01％以下
　Bは、添加しなくてもよいが、添加すると微量であっても鋼の焼入れ性を向上させるの
で、より高強度が必要な場合に添加すると有効である。上記の効果を得るには、0.0002％
以上のBの含有が望ましい。しかし、過剰の添加は、靱性を低下させるので、Bを添加する
場合には、その含有量は0.01％以下とする。
【００４３】
　Mg：0.007％以下
　Mgは、添加しなくてもよいが、添加すると微量であっても鋼の靱性を向上させるので、
特に溶接部の靱性を確保したい場合に添加すると有効である。上記の効果を得るには、0.
0002％以上のMgの含有が望ましい。しかし、過剰の添加はかえって靱性を低下させるので
、Mgを添加する場合には、その含有量は0.007％以下とする。
【００４４】
　次に、本発明に係るラインパイプ用継目無鋼管の製造方法について説明する。本発明に



(8) JP 4502010 B2 2010.7.14

10

20

30

40

50

あっては、製造方法それ自体は特に制限されることなく、慣用の継目無鋼管の製造方法を
採用できる。本発明では、特に肉厚30 mm以上の鋼管に焼入れ、焼き戻し処理を行うこと
により、高強度と高靱性と高耐食性が得られる。以下に、本発明における製造方法に関す
る好適な製造条件について説明する。
【００４５】
　継目無鋼管の造管：
　上記化学組成を有するように調整した溶鋼を、例えば連続鋳造方法により断面が丸形状
の鋳片を製造して、それをそのまま圧延素材（ビレット）として使用するか、或いは断面
が角形状の鋳片を製造し、これから圧延により断面が丸形状のビレットを得る。得られた
ビレットに、熱間で穿孔、延伸および定径圧延を行って、継目無鋼管を造管する。
【００４６】
　このときの製造条件は、通常の熱間加工による継目無鋼管の製造条件と同様でよく、本
発明において特に制限はない。しかし、介在物の形態制御によりその後の熱処理時の焼入
れ性の確保を図るために、熱間穿孔時の加熱温度は1150℃以上、圧延終了温度は1100℃以
下の条件で造管を行うのが好ましい。
【００４７】
　造管後の熱処理：
　造管により製造された継目無鋼管に、焼入れおよび焼戻しの熱処理を施す。焼入れの方
法は、形成された高温の鋼管を一旦冷却してから、再加熱し、急冷して焼入れする方法と
、造管直後に鋼管の保有する熱を利用して、再加熱無しに急冷して焼入れする方法のどち
らでも良い。
【００４８】
　焼入れ前に鋼管を一旦冷却する場合は、冷却終了温度は規定されない。室温まで放冷し
た後、再加熱して焼入れしたり、変態する500℃程度まで冷却から再加熱して焼入れした
り、再加熱炉までの運搬中の冷却後、直ちに再加熱炉で加熱して焼入れしても良い。再加
熱温度は、880℃～1000℃が好ましい。
【００４９】
　焼入れ後の焼戻しは550℃～700℃の温度で行うことが好ましい。本発明では、鋼の化学
組成が比較的多量のMoを含有するため、鋼の焼き戻し軟化抵抗が高く高温焼き戻しが可能
であり、それにより靱性の向上を図ることができる。この効果を生かすには、600℃以上
の温度で焼戻しを行うことが好ましい。好ましい焼戻し温度は600～650℃である。
【００５０】
　このようにして、本発明によれば、厚肉でもX80級以上の高強度と、優れた靱性、耐食
性を有するラインパイプ用継目無鋼管を安定して製造することができる。この継目無鋼管
は、深海でのラインパイプ用、すなわち、ライザーやフローラインに用いることができ、
その実用上の効果は大きい。
【００５１】
　次の実施例は本発明の効果を例証するものであり、本発明はそれにより何らの制限も受
けない。
【実施例】
【００５２】
　表１に示す化学組成を有する断面が丸形状のビレット（圧延素材）を、通常の溶製、鋳
造、そして鋳片の粗圧延によって用意した。得られたビレットに、マンネスマン－マンド
レルミル方式の造管設備によって、熱間での穿孔、延伸および定径圧延による造管加工を
行い、寸法：外径219.1 mm×肉厚40 mmの継目無鋼管を製造した。この時の熱間穿孔時の
加熱温度は1150～1270℃の範囲であり、定径圧延での圧延終了温度は表２に示す通りであ
った。
【００５３】
　得られた鋼管に表２に示す条件で焼入れ、焼戻しを行なった。表２の冷却終了温度と再
加熱温度の欄に温度の値が記載されている場合は、圧延終了後の鋼管を冷却し、再加熱し
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である場合は、圧延終了後の鋼管を直ちに焼入れしたことを意味する。焼入れは水冷によ
り行った。焼戻しは、加熱炉に装入し、指定温度で15分間均熱保持することにより行った
。
【００５４】
　得られた鋼管の強度、靱性および耐食性を次のようにして試験した。それらの試験結果
も表２に示す。
　強度は、鋼管から採取されたJIS 12号引張試験片を用いて、JIS Z 2241に準じて引張試
験を行い、降伏強度（ＹS）を測定することにより評価した。
【００５５】
　靱性はシャルピー試験で求めた破面遷移温度により評価した。試験は、JIS Z 2202の４
号試験片に準じて、鋼管の肉厚中央の長手方向から採取された幅10 mm×厚さ10 mm、Vノ
ッチ深さ2 mmの衝撃試験片を用いて行った。破面遷移温度が低いほど靱性が高い。
【００５６】
　耐食性は、常圧でH2Sを飽和させた5％NaCl水溶液に0.5％CH3COOH（酢酸）を添加した液
［いわゆるNACE（National Association of Corrosion Engineers）溶液、温度25℃、pH
＝2.7～4.0］］を試験液とする試験で求めた耐硫化物応力割れ性（耐SSC性）により評価
した。各鋼管の肉厚中央の長手方向から採取された、肉厚2 mm、幅10 mm、長さ100 mmの
短冊状４点曲げ試験片3枚を、これにその降伏応力の90％の応力を負荷しながら、試験液
に720時間浸漬し、浸漬後における試験片の割れの有無により耐SSC性を評価した。
【００５７】
　表２には、試験片ごとに割れがある場合を「×」、割れが無い場合を「○」で示す。３
枚の試験片がすべて割れ無しであった場合は「〇〇〇」で、３枚の試験片がすべて割れた
場合は「×××」である。
【００５８】
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【表１－１】

【００５９】
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【表１－２】

【００６０】
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【表１－３】

【００６１】
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【表２－１】

【００６２】
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【表２－２】

【００６３】
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　表２の鋼No.1～98に示す結果から分かるように、発明例の鋼管はAPI規格X80級（降伏強
度551 MPa以上）～X100級（降伏強度689 MPa以上）に相当する高強度を示し、同時に靱性
に優れ（シャルピー破面遷移温度が－50℃以下）で、耐食性にも優れている（耐SSC性が
全例で「〇〇〇」）。
【００６４】
　一方、表２の鋼No. 99～108は化学組成が本発明の範囲を外れた比較例であり、強度、
靱性、耐食性の少なくとも一つの性能が劣っている。
　鋼No.109～111は、各元素の含有量は本発明の範囲であるが、[Mn]×[Mo]の値が本発明
で規定する下限の0.8より小さい比較例である。図２に、このときの強度と靱性を、発明
例の強度と靱性の結果と合わせてプロットして得たグラフを示す。この図の縦軸の靱性を
表示する破面遷移温度では、図の上にいくほど（温度が高くなるほど）靱性が低くなるこ
とに留意されたい。
【００６５】
　一般に強度と破面遷移温度の関係はこの図では右上がりの直線の関係となり、強度が増
大すると靱性は低下する。ところが、[Mn]×[Mo]の値が大きくなるに従って、プロットが
図の右側にシフトし、靱性を低下させずに強度が増大し、靱性とのバランスを保持したま
ま高強度化することができるようになる。つまり、強度と靱性のバランスが[Mn]×[Mo]に
より支配されていることがこの図から分かる。[Mn]×[Mo]が0.8に達していない鋼No.109
～111は、発明例に比べて、同じ強度での靱性が著しく低くなり、強度と靱性のバランス
が悪い。

【図１】 【図２】
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